別記様式第２号（第５条関係）
事　　業　　計　　画　　書
	事業計画名
	営業顧客管理ツールの導入による営業活動の強化

	申請者の概要
	事業者名
	市役所株式会社

	
	業種
	製造業

	
	資本金
	（法人のみ）300万円

	
	従業員数
	30名

	
	担当者名
	市役所　太郎

	
	メールアドレス
	t.shiyakusho@shiyakusho.co.jp

	事業の目的
	 営業担当者が複数名いる中で、それぞれが持つ情報について、これまで紙での報告書において、情報共有をしていたものの、担当者による情報量の差や営業先の担当者についての情報共有がうまくなされていなかった。また、これまで新規営業について、各営業担当者がばらばらと行っており、訪問時の商談状況の共有がなされていなかった。
　そのため、顧客情報を共有化することにより、効率的な営業活動を行うことで、新規顧客の獲得ならびに既存顧客からの受注増を目指す。

	事業の内容
	名刺管理と顧客管理ならびにセールス活動の履歴を確認できるシステムを導入する。
高山商工会議所の無料専門家派遣を通じて、専門家とともに、当社に適しているシステムを検討しており、本システムの導入後について、無料派遣の回数を超えることから、有料で専門家に依頼を行い、導入後のシステム活用のアドバイスを受け、システムをより効果的に活用する取り組みを合わせて実施する。

※直近１年における国・県等の補助金利用の有無（　　有　　・　　無　　）
（有の場合、事業概要と補助対象経費がわかるものを添付してください。）

	成果目標
（※）
	労働生産性
	現状値
	7,000千円
	目標値
	7,500千円

	
	独自設定目標
（　新規取引開始件数　）
	現状値
	半年で6件
	目標値
	半年で12件

	
	独自設定目標の設定理由
　現状の顧客訪問件数の把握が出来ていないことにより比較が難しいため、新たに取引を開始する件数により効果を測定する。

	事業終了予定月
	　令和 5 年 12 月


　※労働生産性は（営業利益＋人件費＋減価償却費）÷従業員数(人または時間）にて計算する。
　※労働生産性と独自設定目標の２つの目標を設定し、独自設定目標は（　）に記載する。
　　（独自設定目標の例）〇〇業務にかかる月次業務時間、〇〇業務にかかる経費削減金額、従業員全体の年間残業時間、従業員全体の年間有給取得日数、年間営業日数
作成例








